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琉球大学教授職員会ニュース第122号
2009 年 7月 31 日 総会特集・" 新執行部から皆さまへ "

琉球大学教授職員会　http://www.cc.u-ryukyu.ac.jp/̃kyoshoku/
会長：堺　英二郎（理学部），副会長：徳田　博人（法文学部）

事務局：中城口信号角　内線 2023　E-mail  kyoshoku@eve.u-ryukyu.ac.jp 

　第 49 回教授職員会総会が，7 月 15 日 ( 水 )

午後 6時から 8時 20 分まで理学部 114 教室で

開催されました．33名の会員にご参加いただき，

委任状と併せて総会は成立しました．2008 ～

09 年度活動総括，同決算報告，監査報告，規

約改正，2009 ～ 10 年度活動方針，同予算が承

認・可決されました．

　活動報告では，大学当局との交渉など，前執

行部の献身的な活動が報告されました．

財政強化が急務　財政健全化と会員拡大を
　決算では，前執行部の奮闘の現れとして会

議費が 12 万円の赤字，また，コピー機などの

設備更新が必要だったことの結果として，例年

100 万円程度ある次年度繰越金が 13 万円弱し

かないことから，会の財政強化が急務であるこ

とが明らかとなりました．

　今年度の方針では，引き続き教育研究条件や

労働条件の改善に取り組むことはもちろん，会

財政の健全化と，会員拡大を重点課題として取

り組んでいくことが確認されました．

　総会決定の詳細についてはホームページに掲

載しますので，ご覧下さい．

特別決議を採択
　また，総会では，目的積立金，非常勤講師大

幅削減，それと絡んだ語学教育改革問題などに

おける当局の不誠実な対応，法を逸脱した一方

的な夏季一時金の引き下げなど，役員会の大学

運営のあり方に危機感を抱き，以下の決議を挙

げました．

１．国立大学法人である本学の管理運営責任

を負うべき学長以下の役員会は，労働者の権

利を正しく認識し，教育・研究環境を積極的

に整備するとともに，真に民主的な手続きに

よる大学運営に努め，それぞれの責務を全う

することを強く求める．

 　そのために，各種会議の議事録の作成およ

び公開を制度的に保障するための基底を早

急に制定整備すること．

２．学長以下の役員は『琉球大学憲章』を規

範とし，その使命を損なう役員については罷

免を含めた断固たる処分を科すなど自らを

厳しく律し，大学運営に関わる全構成員の意

欲を高め，本学の社会的使命を果たすべく不

断の努力を行うことを強く求める．

 　そのために，目的積立金・語学教育改革・

一時金削減の各問題について，責任の所在を

明らかにすること．

夏期一時金の問題で意見交換
　総会終了後に，夏季一時金の引き下げに対し

てどのような補償措置を要求すべきかについ

て，意見を交換しました．その中では，引き下

げ分を返す措置を要求すべきであるという声が

強く出されました．

　予定時刻を大幅に超過して熱心に議論をした

総会でした．終了後には教授職員会室で懇親会

を開き，会員の親睦を深め，会活動などについ

てフランクに語り合いました．

（堺　英二郎）

定期総会を開催 新執行部体制が始動

総会決定の全文および予決算については，欠席された組合員にはご希望があればお送りします．

本会事務局（上記）あてに仰せ付け下さい．過去のニュース，活動日誌，資料等は教授職員会の

webpage にていつでも閲覧・ダウンロードできます．http://www.cc.u-ryukyu.ac.jp/̃kyoshoku/

7/26 シンポ「琉球大学事件とは何だったのか」開催．本会と大学人 9条の会沖縄の共催で 180 名 .「生

きているうちに名誉回復を !」　マスコミも大きく報道．詳報次号．開催経費カンパにご協力下さい．
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新執行部から会員の皆さまへ(上）
新会長の抱負

会長　堺　英二郎（理学部・物理学）

　今年度の教授職員会の会長に就任しました堺

です．

　以前は何度か，教授職員会の執行部員として

関わったことはありますが，法人化後，正式に

労働組合となった教授職員会の執行部に加わる

ことは初めてであり，その責任の重さをひしひ

しと感じています．

　私としては，今年度の会の重点課題として，

以下の 3つを考えています．

（１）第 1次琉大事件の被退学者の名誉回復を

実現する．

（２）会の財政を健全化する．

（３）会の会員を拡大して，50％を大きく上回

る組織率を達成する．

　第 1次琉大事件で退学処分された学生の行動

は，全国的に見ても反核の先駆的な取り組みで

あった原爆展の開催など，その後の県民を挙げ

た復帰闘争，米軍基地撤去運動などにつながる

先駆的ものであり，彼らの行動は処分の対象と

なるものではなく，むしろ讃えるべきものであ

ると考えます．また，彼らに対する処分を撤回

して謝罪することは，彼らの名誉回復にとどま

らず，「自由平等，寛容平和」を建学の理念と

する琉大の名誉を回復することでもあると考え

ます．そのために，来年の琉大開学 60 周年の

開学記念日までに解決できるようにあらゆる手

立てを尽くすことにしています．

　法人化後中期計画・中期目標の第 1期の終了

を目前にし，教育研究条件・労働条件がますま

す厳しくなっている状況の下で，教授職員会の

活動はますます重要性を高めています．

　その活動を支えるためには，昨年度の執行額

の 250 万円程度の財政規模を確保する必要があ

ります．しかし，現状では会費収入は 150 万円

程度で約 100 万円の収入が不足しています．そ

の解決のためには，会員拡大に積極的に取り組

む必要があります．会員増は，財政基盤を強化

するだけではなく，組織率が上がればそれだけ

当局との交渉においても我々の要求は重みを増

します．また，会として多様な活動に取り組む

基盤が広がります．特に，理農工ブロックの会

員をどうしても大幅に増やさなければなりませ

ん．未加入の新任教員の方に積極的に働きかけ

るなど，会員拡大の取り組みに積極的な協力を

お願いします．執行部としても会の値打ちを知

らせる活動とともに，会が琉大教員の身近な存

在になるよう多様な取り組みを企画していきた

いと考えています．

　しかし，会員拡大だけでは当面の財政を確保

することはできません．今年度の臨時の措置と

して会内外に特別カンパに呼びかけることにし

ています．会活動を財政的に支えるために，特

別カンパの活動に会員の方々のご協力をお願い

します．

　財政構造を健全化するためには，どのように

したらよいのか，会費の値上げも含めて会の中

で大いに議論し，次期総会に向けて抜本的な改

革案を作り上げたいと考えています．今後執行

部が提起する対策案に積極的にご意見を寄せて

いただくことを期待しています．

　今期は，いきなり前執行部と共同で夏季一時

金引き下げ問題と琉大事件のシンポジウムに取

り組むことになり，前途多難が予測されますが， 

1 つ 1 つの問題に，焦らず，諦めず，粘り強く

取り組んでいきたいと考えていますので，今後

1年間ご助言・ご協力のほどよろしくお願いい

たします．

<+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+>

副会長　徳田 博人（法文学部・行政法学）

　今年度、副会長となりました徳田です。

　大学の法人化にともない教授職員会が組合と

なって以降、労働条件等の改善のためにこれま

での執行部 ( 会員 ) が不断の努力によって勝ち

得たものを活かし、また、直面する課題に、一

つ一つ愚直なまでに取り組んでいきたいと思っ

ています。

　今の ( 私の ) 課題は、人事院勧告にともなう

ボーナス引き下げ問題や琉大事件 ( 一次 ) 問題

(名誉回復 )を解決することと、会員の拡大です。

　琉球大学の研究や教育そして労働環境の改善
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に向けて微力ながら頑張っていきたいと思って

います。よろしくお願いします。

<+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+>

企画主任　伊良波　繁雄（工学部・コンクリー
ト工学，計算力学）

　今年度，教授職員会の企画を担当している伊

良波です。企画の大きな仕事は新人教員歓迎会、

退職記念パーティーが主なものと考えておりま

すが、これ以外のことも、執行部の先生方と一

緒に考えてみたいと思います。

　教授職員会は独立行政法人化後にその存在意

義が大きく変化しております。このため、組織

率の低さは教授職員会に関連する諸問題に対応

したとき、弱点になる可能性があります。少し

でも、新しい会員を増やすため、協力をしたい

と思っております。初めての執行部で経験不足

ですが、よろしくお願いいたします。

<+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+>

庶務主任　竹野　欽昭（教育学部・体育心理
学）

　2009 年度教授職員会・庶務主任を務めさせ

ていただくことになりました教育学部保健体育

専修の竹野欽昭でございます。法人化による大

学運営の変化や最近の経済不況の最中、教授職

員会の活動はますます必要性、重要性とも増す

ものと思われます。会長、副会長をサポートし、

また会員の皆様の声を反映しながら、当局との

交渉を通してよりよい労働環境および労働条件

の獲得に尽力致したく思っております。1年間

よろしくお願い申し上げます。

<+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+><+>

財政について

会計主任　大倉　信彦（医学部・生殖生物学）

　今年度会計主任を務めさせていただきます、

大倉信彦です。医学部ブロックの会員で、解剖

学第二分野助教です。よろしくお願いいたしま

す。

　財政の厳しい現状について説明したいと思い

ます。金額は 1万円の単位の概数で表現してあ

ります。なお、2008 年度の決算と 2009 年度の

予算の詳細をご覧になりたい会員の皆様は、教

授職員会事務室にご請求ください。

< 2008 年度の支出は 261 万円 >
　使用者との活発な交渉やその準備のための会

議など、2008 年度は非常に充実した活動を行っ

たために 261 万円を支出しました。特に、一時

金 ( ボーナス ) 削減問題に関する 5回もの困難

な交渉とそれに伴う多くの会議に、多額の会議

費を要しました。2008 年度執行部員のご苦労

に感謝いたします。

< 2008 年度の実質収入は 171 万円 >
　収入の内訳は、年会費 133 万円、退職パーティ

会費 17 万円、雑収入 19 万円、その他の収入 2

万円、計 171 万円でした。これに加えて、前年

度までに少しずつ蓄えられた繰越金が 103 万円

有りました。

< 単年度の収支は赤字、これまで蓄えた繰

越金をほぼ食い尽くす >
　2008 年度の収支は、収入 171 万円－支出

261 万円＝ -90 万円になりました。この 90 万

円の赤字が、これまで蓄えた繰越金をほぼ食い

尽くし、2009 年度への繰越金は 13 万円しかな

くなってしまいました。

< 2009 年度も前年並に活動すると，確実に

赤字になる >
　もし 2009 年度の収入が前年度並で、前年度

並の活発な活動による支出があるとすると、次

年度への繰越金は一円も残せず、77 万円ほど

の完全な赤字に陥り、財政は破綻します。これ

は大変な事態と言わざるを得ません。

< 財政再建のために >
　2009 年度予算は、活動を妨げずに支出を減

らす工夫をしました。しかし、財政の状況はそ

の様な工夫ではもはや解決できない状況です。

財政問題を根本的に解決するためには、収入を

増やすしかありません。長期的な財政再建策を

今期執行部で検討して参りますが、まずは会員

の皆様に各ブロックで会員を増やす努力をお願

いいたします。また、自由意志でのカンパも歓

迎いたします。
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総会決議を採択  新執行部が学長に手交へ
　第 49 回教授職員会総会では，特別決議が採択さ

れました．その全文は次のとおりです．この決議は，

新執行部が大学役員に就任挨拶を行う際（目下 8/10

ごろを予定）に手交することにしています．

琉球大学教授職員会 2009 年度総会決議

　琉球大学は、法人化以降、学長とその周辺に権限

を集中させ、効率的な大学運営を目指すようになり、

やがて6年が経過しようとしています。この間、様々

な規則や規程の策定をめぐって交渉を重ねて参りま

した。しかしながら、大学運営のみならず全構成員

に関わる重要な決定が、現場の事情や現場の声を聴

くことなく進められたり、説明すべきことを説明し

ないまま関係者を置き去りにしたり、さらには議論

すべき事項をあたかも決定を通達するような仕方で

会議にかけるといった、民主的な手続きを蔑ろにす

る事案が見受けられます。なかんずく、それぞれの

会議議事録も作成されず、検証することすらできな

いという現状は甚だ遺憾であり、「学問の府」であ

るべき大学の存在そのものに関わる重大な問題と言

わざるを得ません。

　そして、本会が 3月 4日付で提出した「公開質問

状」に対する回答も、目的積立金の説明会について

は、「本学が経営努力をして少しずつ積立ててきた

目的積立金は、学生の経済的生活環境の悪化、さら

には少子化で厳しい学生獲得競争を迫られながら、

施設整備予算の獲得がほとんど不可能な状況に対す

る琉球大学の経営戦略の一つ」とし、その経営努力

を支え続けた全職員への説明を拒否し、使途につい

ても「役員会の議論を経て決定し、学内ヘの内容説

明については、環境・施設マネジメント委員会、部

局長等懇談会等を通じて行っ」たとし、その説明責

任を果たしかのような認識は、到底容認されるもの

ではありません。

　さらに、昨年 12 月 18 日付で申し入れた、「語学

教育を充実させるために、必要な措置」についても

「教学に関わるもの」という態度で回答をせず、再

度 3月 4日付の「公開質問状」で琉球大学の教育責

任のあり方について尋ねたにもかかわらず、改善策

はおろか何の回答もせぬ態度に終始し、結果として

学内における議論が十分に尽くされぬまま新年度を

迎えるに至り、学生の学習権が十分保障されるもの

とは考えられない新たなカリキュラムが実行されま

した。

　そもそも、今回の語学教育の改革についての内容

を、学生も含めた全構成員に充分に説明し、改革が

スムーズに進行しうるようにする責任が役員会には

あります。同時に、教育経費の削減を目指した非常

勤講師経費の削減に際しては、労働者の権利に配慮

した説明責任を果たす職責が求められます。また、

税金により高等教育を提供する機関の責任者である

学長には、社会に対し語学教育改革の内容を十分説

明し、高校教育に混乱を来さないように努める社会

的責任を果たす職責があると考えます。

　しかしながら、今回の語学教育の改革は、全学教

育委員長が改革の全貌を明確に決定する責任を放棄

し、教育経費の削減のみを目的とした改革を実行す

ることを決定したことから、さまざまな問題が発生

し、その後の役員の説明責任の放棄が大きな混乱を

招いたと考えます。

　ここに至り、私たちは役員会の大学運営における

意思決定のあり方及び役員の使命感に大きな不安を

持つばかりか、琉球大学の信頼を損なう事態を招い

た責任は極めて重大なものと考えます。そしてこの

ような役員会の姿勢が、法を逸脱していながら一方

的に夏季一時金の削減を推し進めるような不始末を

巻き起こすものと考えます。私たち教授職員会は、

このような事態に鑑み、琉球大学の発展を願い、社

会の要求と評価に応え得る大学となることを切に希

望する立場から、以下のことを決議します。

1. 国立大学法人である本学の管理運営責任を負うべ

き学長以下の役員会は、労働者の権利を正しく認

識し、教育・研究環境を積極的に整備するとともに、

真に民主的な手続きによる大学運営に努め、それ

ぞれの責務を全うすることを強く求める。

  　そのために、各種会議の議事録の作成及び公開

を制度的に保障するための規定を早急に制定整備

すること。

2. 学長以下の役員は『琉球大学憲章』を規範とし、

その使命を損なう役員については罷免を含めた断

固たる処分を科すなど自らを厳しく律し、大学運

営に関わる全構成員の意欲を高め、本学の社会的

使命を果たすべく不断の努力を行うことを強く求

める。

  　そのために、目的積立金・語学教育改革・一時

金削減の各問題について、責任の所在を明らかに

すること。

2009 年 7月 15 日

琉球大学教授職員会第 49 回定期総会


